
行　　政　　評　　価　　表
電話番号
（内線）

基本目標 年度 H28 H29 H30 R01 R02

基本方針 予算額
（千円）

3,417 35,748 100,042 114,049 53,500

施策名 決算額
（千円）

1,737 4,753 99,721 105,547 32,912

決算額の内
繰越明許分 - - - - -

年度

目標

実績

進捗状況

目標

実績

進捗状況

目標

実績

進捗状況

目標

実績

進捗状況

令　和　２　年　度　　　　

所属部 計画まちづくり部 所属課 企業立地推進課 正職員数 4人
その他
職員数

1人
055-983-2715

（内線2473）

総合計画の
位置付け

Ⅱ　活力のある住みやすいまち

３　活力ある産業が発達したまちづくり

２０　企業誘致の推進<企業誘致>

R01 R02

所管する施策の
方向一覧

Ⅱ-３-２０-（１）企業立地の推進
※人件費、一般諸経費、交際費、積立金、繰出金、出資金及び公債費は
　 含まれておりません。

Ⅱ-３-２０-（２）企業立地用地の確保
※予算費目表に再掲で表示されている事業は、再掲元の予算費目及び
　 総括表に予算額及び決算額を記載しています。

※赤字：補正・流用により当初予算額から変更した予算額

※繰越明許：年度内にその支出が終わらない見込みのあるものについて、
　 議会の議決を得て翌年度に繰越して使用するもの。
　 予算要求年度に予算額を、実執行年度に決算額及び繰越明許額を記載。

企業誘致件数
【69 企業立地の推進】

環境配慮型の優良企業を誘
致した件数（平成18年度か
らの累計）

34社 38社 42社 46社 50社

成果指標
【行政改革大綱における取

組事項名】
指標計算式（指標の説明） H28 H29 H30

33社 39社 45社 52社 54社

遅れ 順調 順調 順調 達成

誘致企業雇用者数
誘致企業が雇用している従
業者数（平成18年度からの
累計）

1,120人 1,225人 1,330人 1,435人 1,540人

未達成

957人 1,117人 1,252人 1,332人 1,351人

遅れ 遅れ 遅れ 遅れ



1 当該年度の実施計画（Plan）

2 実施計画に対する取組内容（Do）

3 実施内容に対する評価（Check）

4 評価結果に対する改善内容（Action）

【行革取組項目】
計画期間の取組内
容（進め方）

【６９　企業立地の推進】
企業の誘致環境を整備するため、県内外への企業訪問等を通じて、企業情報や用地情報を収集し、マッチングを図っていく。

実施（改善）計画に
対する今年度の取
組内容

引き続き企業の誘致環境を整備するため、500件程度の県内外への企業訪問等を通じて、企業情報や用地情報を収集し、マッチングを図っていく。

【行革取組項目】
次年度の対応方針

【６９　企業立地の推進】
新型コロナウイルス感染症の収束が見通せないことから、マスク着用や消毒などの感染防止対策を実施し、県内外への企業訪問を通じて、企業情
報や用地情報を収集し、マッチングを図っていく。

実施（改善）計画に
対する今年度の評
価

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、設備投資意欲が減退・停滞した企業からの相談も減少する中、企業等への訪問は必要最低限に自
粛し、電話やメールなどを活用しながら誘致活動を実施した。今年度は2社の誘致を行い、事業所は令和2年度中に操業開始しているが、工場は令
和3年度以降に操業開始予定であるため、誘致企業の雇用者数には含まれていない。

【行革取組項目】
実施計画に対する
今年度の評価

【６９　企業立地の推進】
新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、県内外への企業及び建設会社、金融機関等への訪問は必要最低限に抑え、電話やメールなどを活
用しながら、企業情報や用地情報を収集し、２社を誘致した。

次年度の事業のあ
り方（改善措置）

新型コロナウイルス感染症の収束が見通せないことから、マスク着用や消毒などの感染防止対策を実施し、成長分野業種などの企業等への接触
や働きかけを積極的に行い、用地需要や設備投資につながる情報を把握することにより、優良企業の誘致につなげていく。

施策の方向 Ⅱ-３-２０-（１）企業立地の推進

前年度評価に対す
る今年度の実施
（改善）計画

成長分野業種などの企業等への接触や働きかけを積極的に行い、用地需要や設備投資につながる情報を把握することにより、優良企業の誘致に
つなげていく。

【行革取組項目】
今年度の実施計画

【６９　企業立地の推進】
企業誘致に向けた情報収集等の活動



5 業務計画

No.

目標 適正処理 適正処理 適正処理 適正処理 適正処理

実績 599件 529件 436件 413件 111件

達成状況 達成 達成 達成 達成 達成

目標 適正処理 適正処理 適正処理 適正処理 適正処理

実績 266件 241件 248件 365件 245件

達成状況 達成 達成 達成 達成 達成

目標 適正処理 適正処理 適正処理 適正処理 適正処理

実績 0件 0件 2件 1件 1件

達成状況 未実施 未実施 達成 達成 達成

目標 適正処理 適正処理 適正処理 適正処理 適正処理

実績 0件 0件 1件 2件 0件

達成状況 未実施 未実施 達成 達成 未実施

目標

実績

達成状況

目標

実績

達成状況

２　企業の進出・移
転などへの支援

事業名 手段・業務内容
R02

改善内容、終了・休止理由、
目標値変更理由等

年度 H28 H29 H30 R01

１　誘致活動の推進

行政改革
大綱にお
ける取組

○

２ 企業相談
企業等から相談を受
けた件数

維持 ○

１ 企業訪問
企業等を訪問した件
数

維持

活動指標

目標及び実績 今後の取組み方針

○

２
ファルマバレー関連事
業所家賃等助成事業
費補助金

新規交付件数 維持 ○

１
企業立地事業費補助
金

交付件数 維持



施策の方向

6 各事務事業に対する事業費

予算額 （うち一般財源） 予算額 （うち一般財源） 予算額 （うち一般財源） 予算額 （うち一般財源） 予算額 （うち一般財源）

決算額 （うち一般財源） 決算額 （うち一般財源） 決算額 （うち一般財源） 決算額 （うち一般財源） 決算額 （うち一般財源）

15 (15) 15 (15) 15 (15) 15 (15) 16 (16)

14 (14) 14 (14) 14 (14) 15 (15) 0 (0)

149 (149) 149 (149) 152 (152) 149 (149) 151 (151)

149 (149) 149 (149) 149 (149) 149 (149) 151 (151)

0 (0) 26,800 (13,400) 85,000 (42,500) 102,885 (51,443) 30,000 (15,000)

0 (0) 0 (0) 88,392 (44,196) 96,885 (48,443) 26,000 (13,000)

3,253 (3,253) 3,500 (3,500) 3,500 (3,500) 3,000 (3,000) 3,233 (3,233)

1,574 (1,574) 555 (555) 1,070 (1,070) 3,798 (3,798) 3,233 (3,233)

- - 4,400 (4,400) 5,000 (5,000) 8,000 (8,000) 6,100 (6,100)

- - 2,650 (2,650) 4,600 (4,600) 4,700 (4,700) 3,528 (3,528)

２　ファルマバレー関連事業所家賃等助成事
業費補助金(01-07-01-02-010-89-19-51)

維持
誘致件数は一定レベルで推移しているもの
の、補助対象の家賃や価格によって補助金
決算は増減する。

○

１　各種団体への負担金(01-07-01-02-010-
82)

維持 ○

２　企業立地事業費補助金(01-07-01-02-
010-85-19-52)

維持
誘致件数は一定レベルで推移しているもの
の、補助対象の用地の件数や価格によって
補助金決算は増減する。

○

１　会議研修等負担金(01-07-01-02-010-
80)

維持
新型コロナウイルス感染症拡大の影響によ
り、産業立地研修会が中止となり、負担金
の支出は不用となった。 ○

予算費目の事業名、補助金（細節）名

Ⅱ-３-２０-（１）企業立地の推進

R02歳出（千円）

事業費
次年度の
コスト方

向性

決算額増減の理由・改
善状況等

行政改革
大綱にお
ける取組

H28歳出（千円） H29歳出（千円） H30歳出（千円） R01歳出（千円）

２　サテライトオフィス進出事業費補助金(01-
07-01-02-010-89-19-53)

維持
誘致件数は一定レベルで推移しているもの
の、補助対象の家賃や価格によって補助金
決算は増減する。

○



1 当該年度の実施計画（Plan）

2 実施計画に対する取組内容（Do）

3 実施内容に対する評価（Check）

4 評価結果に対する改善内容（Action）

施策の方向 Ⅱ-３-２０-（２）企業立地用地の確保

前年度評価に対す
る今年度の実施
（改善）計画

金融機関、建設会社、不動産業者等と積極的に接触し、事業用地の情報を収集すること、また、新たな産業用地の創出に向けて取り組むことによ
り、立地に適した用地を確保していく。

【行革取組項目】
今年度の実施計画

【６９　企業立地の推進】
企業誘致に向けた情報収集等の活動

実施（改善）計画に
対する今年度の取
組内容

雇用の受け皿整備や地域産業の振興を目指し、産業用地の確保に向けた検討を深め、関係部署との協議へ広げていく。

【行革取組項目】
計画期間の取組内
容（進め方）

【６９　企業立地の推進】
企業の誘致環境を整備するため、企業や地権者等訪問を通じて、用地情報を収集し、産業用地確保を図っていく。

実施（改善）計画に
対する今年度の評
価

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、金融機関、建設会社、不動産業者等との接触は必要最低限に自粛し、電話やメールなどを活用しな
がら事業用地情報の収集に努めた。また、新たな産業用地の創出に向けた取り組みについては、新型コロナウイルス感染症拡大の影響などによ
り、新工業団地開発可能性調査業務委託が中止となったため、具体的には進展しなかった。

【行革取組項目】
実施計画に対する
今年度の評価

【６９　企業立地の推進】
新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、県内外への企業等の訪問は必要最低限に自粛し、電話やメールを活用しながら事業用地情報を収
集することができ、一定のマッチングが図られた。

次年度の事業のあ
り方（改善措置）

新型コロナウイルス感染症の収束が見通せないことから、マスク着用や消毒などの感染防止対策を実施し、金融機関、建設会社、不動産業者等と
積極的に接触し、事業用地の情報を収集していく。また、新たな産業用地の創出に向けた取り組みについては、令和3年度に市内全域から実現可
能性の高い候補地の選定調査を実施していく。

【行革取組項目】
次年度の対応方針

【６９　企業立地の推進】
新型コロナウイルス感染症の収束が見通せないことから、マスク着用や消毒などの感染防止対策を実施し、県内外への企業等の訪問を通じて、事
業用地の情報を収集し、産業用地の創出に向けた取り組みも進め、立地に適した用地を確保していく。



5 業務計画

No.

目標 適正処理 適正処理 適正処理 適正処理 適正処理

実績 599件 529件 436件 413件 111件

達成状況 達成 達成 達成 達成 達成

目標 適正処理 適正処理 適正処理 適正処理 適正処理

実績 266件 241件 248件 365件 245件

達成状況 達成 達成 達成 達成 達成

目標 適正処理 適正処理 適正処理 適正処理 適正処理

実績 10回 38回 17回 7回

達成状況 達成 達成 達成 達成

目標

実績

達成状況

行政改革
大綱にお
ける取組年度 H28 H29 H30 R01 R02

改善内容、終了・休止理由、
目標値変更理由等

事業名 手段・業務内容 活動指標

目標及び実績 今後の取組み方針

１ 企業訪問（再掲）
企業等を訪問した件
数

維持

企業相談（再掲）
企業等から相談を受
けた件数

維持 ○
１　立地に適した用
地の確保

○３ 三ツ谷地区との協議 協議回数 終了 令和元年度終了

○

２



施策の方向

6 各事務事業に対する事業費

予算額 （うち一般財源） 予算額 （うち一般財源） 予算額 （うち一般財源） 予算額 （うち一般財源） 予算額 （うち一般財源）

決算額 （うち一般財源） 決算額 （うち一般財源） 決算額 （うち一般財源） 決算額 （うち一般財源） 決算額 （うち一般財源）

- - 1,900 (1,900) 6,375 (6,375) - - - -

- - 1,385 (1,385) 5,496 (5,496) - -

- - - - - - - - 14,000 (9,000)

- - - - - - - - 0 (0)

Ⅱ-３-２０-（２）企業立地用地の確保

予算費目の事業名、補助金（細節）名

事業費
次年度の
コスト方

向性

決算額増減の理由・改
善状況等

H28歳出（千円） H29歳出（千円） H30歳出（千円） R01歳出（千円） R02歳出（千円）

１　企業立地用地造成事業費補助金(01-
07-01-02-010-89-19-52)

維持 ○

行政改革
大綱にお
ける取組

１　企業立地推進事業(01-07-01-02-010-
01-13-52)

維持
新型コロナウイルス感染症拡大の影響など
により、新工業団地開発可能性調査業務
委託が中止となったため、委託費の支出が
不用となった。

○



電話番号
（内線）

基本目標 施策名

基本方針

正職員 その他職員

誘致活動の推
進

1867.75H 466.94H

企業の進出・移
転などへの支
援

1867.75H 466.94H

立地に適した用
地の確保

1867.75H 466.94H

新工業団地建
設計画の進捗
のための対応

1867.75H 466.94H

企業訪問を通して進出企業の意向の把握や情報の収集

ワンストップサービス体制による進出検討企業の相談業務

企業訪問を通して用地情報の収集、土地利用上の検討

現地踏査、庁内協議、地権者対応等

3月5月 6月 7月 8月
従事見込時間数

令和２年度　スケジュール表 所属部 計画まちづくり部 所属課
企業立地推

進課
正職員数 4人

9月 10月 11月 12月 1月 2月事業名 4月

055-983-2715

総合計画の
位置付け

Ⅱ　活力のある住みやすいまち ２０　企業誘致の推進<企業誘致>

３　活力ある産業が発達したまちづくり

その他職員数 1人
（内線2473）


